
うんじゅなーが納めてーる 

 

   「じぇいきん！」 

 

      かんなとーぃびーん！ 



◆ はじめに

Ⅰ 市税の収入について

1 市税の徴収状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1ﾍﾟｰｼﾞ

2 市税の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2～3ﾍﾟｰｼﾞ

Ⅱ 市税のつかいみち（目的別歳出決算Ver.）

1 目的別歳出決算内訳 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4ﾍﾟｰｼﾞ

2 市税の支出先 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5ﾍﾟｰｼﾞ

3 目的別歳出決算財源の内訳 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6ﾍﾟｰｼﾞ

Ⅲ 市税のつかいみち（性質別歳出決算Ver.）

1 性質別歳出決算内訳 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7ﾍﾟｰｼﾞ

2 人件費　支出詳細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8ﾍﾟｰｼﾞ

3 扶助費　支出詳細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9ﾍﾟｰｼﾞ

4 普通建設事業　支出詳細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10ﾍﾟｰｼﾞ

5 物件費　支出詳細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11ﾍﾟｰｼﾞ

6 補助費　支出詳細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12ﾍﾟｰｼﾞ

7 繰出金　支出詳細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12ﾍﾟｰｼﾞ

8 公債費　支出詳細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13ﾍﾟｰｼﾞ

9 積立金　支出詳細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14ﾍﾟｰｼﾞ

Ⅳ 特集～沖縄振興特別推進市町村交付金について～

1 観光の振興　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15ﾍﾟｰｼﾞ

2 こどものまち推進　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16ﾍﾟｰｼﾞ

3 安全・安心なまちづくり　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16ﾍﾟｰｼﾞ

4 産業の振興　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17ﾍﾟｰｼﾞ

5 その他の特殊事情　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17ﾍﾟｰｼﾞ

Ⅴ データ編

1 平成27年度決算データ一覧　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・18ﾍﾟｰｼﾞ

2 一般会計歳入　10年間の推移　・・・・・・・・・・・・・・・・・・19ﾍﾟｰｼﾞ

3 一般会計歳出（目的別）　10年間の推移　・・・ 20ﾍﾟｰｼﾞ

4 一般会計歳出（性質別）　10年間の推移　・・・ 21ﾍﾟｰｼﾞ



 みなさまが安全・安心に暮らしていく為には、医

療・介護などの社会保障や学校教育、ごみの収集や道

路・公園の整備など、国や県、市町村が行う公的サー

ビスが欠かせません。 

 それらの公的サービスの運営には多大な費用がかか

りますが、みなさまにはその費用を税金という形で負

担していただいております。 

 その中でも『市税』は、市民のみなさまから直接市

に納めていただいている税金であり、市民一人ひとり

の生活を支える大変重要な財源であると言えます。 

 そのような事から『市税』については、市全体でそ

の中身を理解し、市民のみなさまには正しく納税して

いただき、市役所は適切に使っていくことがとても大

切です。 

 本冊子は、平成27年度の決算に基づき、市民の皆

さまから納めていただいた市税について、その収入と

支出の中身を説明する資料として作成しております。 

 市民のみなさまには、本冊子をご覧いただき、正し

い納税と、沖縄市が行うまちづくりへのご理解・ご協

力をよろしくお願い申し上げます。 



Ⅰ-1 市税の徴収状況

繰入金・繰越金 

約41.0億円 

6% 

その他 

約19.3億円 

3% 
使用料等 

約13.0億円 

2% 

市債 

約38.4億円 

6% 

譲与税等 

約38.5億円 

6% 

地方交付税 

約110.8億円 

17% 

県支出金 

約80.3億円 

12% 

国庫支出金 

約171.4億円 

26% 

  平成27年度の沖縄市の収入が約655.3億円でした。 

  そのうち、市民のみなさまに納めていただいた市税の決算額

は約142.6億円でした。これを市民一人あたり*1にすると、約

101,286円納めていただいたことになります。 
*1 人口は平成28年4月1日時点の人口（140,816人）を基準にしています。 

         

市
税
の
内
訳
は
？
 

個人市民税…① 

約47.4億円 

33% 

法人市民税…② 

約7.5億円 

5% 

固定資産税…③ 

約77.2億円 

54% 

市たばこ税…④ 

約7.1億円 

5% 

軽自動車税…⑤ 

約3.4億円 

3% 

歳入総額 

約655.3億円 

◆個人市民税  

市内にお住まいの方に所得に応じ

て納めていただきました。 

◆固定資産税  
土地や家、マンションなどを持って

いる方に納めていただきました。 

◆市たばこ税 

卸業者が沖縄市のたばこ小売業

者に売った際にかかる税です。 

◆軽自動車税 

軽自動車を所有する方に納めてい

ただきました。 

◆法人市民税 

市内の会社（法人）の業種や規模

に応じて納めていただきました。  

市税総額 

約142.6億円 

※端数処理の関係上、合計額が一致しない場合があります。 
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Ⅰ-2 市税の推移

  沖縄市の市税の過去5年間の推移です。 

  徴収額、徴収率ともに順調に推移しており、市税は本市の財政

運営において、非常に重要な財源となっております。 

39.9  43.1  44.1  45.7  47.4  

6.7  6.3  6.7  6.9  7.5  

71.0  70.6  72.5  75.7  77.2  

6.5  6.5  7.4  7.0  7.1  3.0  3.1  3.2  3.3  3.4  127.1  129.5  133.8  138.7  
142.6  

0億円 
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160億円 
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軽自動車税…⑤ 

市たばこ税…④ 

固定資産税…③ 

法人市民税…② 

個人市民税…① 

（単位：億円） 

6.6  6.3  
6.6  6.9  

7.5  

0.1  0.1  0.0  0.1  0.1  

99.4% 98.4% 99.0% 99.0% 99.5% 
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現年分 決算額 

滞納繰越分 決算額 

現年分 徴収率 

滞納繰越分 徴収率 

（単位：億円） 

38.6  
41.9  43.0  

44.7  46.2  

1.4  1.2  1.1  1.0  1.2  

96.8% 97.5% 97.8% 97.8% 98.4% 
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40.1% 42.3% 
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現年分 決算額 
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現年分 徴収率 
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（単位：億円） 

※固定資産税は、国有資産等

所在市町村交付金及び納付金

を含めた額としています。 

-2-



Ⅰ-2 市税の推移
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※市たばこ税には滞納繰越分

はありません。 
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※固定資産税は、国有資産等

所在市町村交付金及び納付金

を除いた額としています。 
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Ⅱ-1 目的別歳出決算内訳

         

  平成27年度の沖縄市一般会計歳出決算額は約619.5億円で

した。それを市民一人あたりに換算すると約439,958円になりま

す。歳出決算額を目的別でみると、一番多い歳出は民生費で 

約318.8億円となっており、全体の52%を占めています。 

民生費 

約318.8億円 

52% 

教育費 

約70.9億円 

11% 

総務費 

約67.0億円 

11% 

土木費 

約58.1億円 

9% 

衛生費 

約32.7億円 

5% 

公債費 

約30.9億円 

5% 

商工費 

約16.1億円 

3% 

消防費 

約15.1億円 

2% 議会費 

約4.1億円 

1% 
その他 

約5.8億円 

1% 

こどもや高齢者、障がい者、生

活保護などの福祉事業、国民年

金に要する経費です。 

国民健康保険特別会計等の特別

会計への支出も含まれます。 

小中学校の義務教育にかかる

経費、幼稚園費、社会教育

費、保健体育費などの教育関

係に要する経費です。 

人事、企画、財政、徴税

など、主に市役所を運営

する為の事業などに要す

る経費です。 

市債（市の借

金）の返済金

（元金と利子）

などに要する経

費です。 道路や公園、市

営住宅の維持、

新設、改良事業

などに要する経

費です。 

健康対策、母子

保健、医療費助

成、環境保全な

どに要する経費

です。 

商工振興や観光

振興に関する事

業などに要する

経費です。  

火災、風水害、

地震、消防団活

動、消防防災対

策などに要する

経費です。 

市議会の開催

や、市議会議員

の給料など、議

会の運営に要す

る経費です。 

その他には、農業施設整備

費などの農林水産費、雇用

対策費などの労働費、災害

があった場合の災害復旧費

などの経費があります。 

歳出総額 

約619.5億円 

目的別歳出決算を 

市民一人あたりに 

換算すると・・・ 

合 計 

439,958円 

民生費  226,427円 

教育費 50,321円 

総務費 47,565円 

土木費 41,227円 

衛生費 23,246円 

公債費 21,974円 

商工費 11,466円 

消防費 10,742円 

議会費 2,928円 

その他 4,062円 

※各金額とも、市民一人当たりに換算した歳出金額です。平成28年4月1日時点の人口（140,816人）を基準としています。 
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Ⅱ-2 市税の支出先

5
6
7
8
9

  平成27年度に、市民のみなさまに納めていただいた市税 

約142.6億円の使いみちは、次の通りとなりました。 

  歳出決算額と同様に民生費が一番多く、約44.7億円の市税

が活用されています。 

民生費 

約44.7億円 

31% 
総務費 

約20.4億円 

14% 

教育費 

約17.1億円 

12% 

公債費 

約11.5億円 

8% 

衛生費 

約11.0億円 

8% 

土木費 

約9.2億円 

7% 

消防費 

約3.4億円 

2% 

商工費 

約2.7億円 

2% 

議会費 

約1.6億円 

1% 
その他 

約1.5億円 

1% 

次年度繰越金 

約19.5億円 

14% 

市税総額 

約142.6億円 

※各金額とも、市民一人当たりに換算した歳出金額です。平成28年4月1日時点の人口（140,816人）を基準としています。 

合 計 

101,286円 

民生費 31,750円 

総務費 14,478円 

教育費 12,151円 

公債費 8,155円 

衛生費 7,806円 

土木費 6,549円 

消防費 2,411円 

商工費 1,927円 

議会費 1,140円 

その他 1,059円 

次年度繰越金 13,860円 

市税の使いみちを 

市民一人あたりに 

換算すると・・・ 
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Ⅱ-3 目的別歳出決算財源の内訳

 グラフからわかるように、市の歳出のうち、市税で賄って

いる部分は全体の２割前後となっています。 

 財源は、使い道が決められている特定財源と、使い道が

決められていない一般財源にわかれますが、市税は一般

財源に区分されます。 

 特定財源には、国や県からの補助金・負担金などがあ

り、市税以外のその他一般財源には、自治体の財政状況

に応じて国から交付される地方交付税などがあります。 
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費 

議
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そ
の
他 

市税 

その他一般財源 

特定財源 

市税以外の財源って、何があるんだろう・・・・？ 
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Ⅲ-1 性質別歳出決算内訳

         

  平成27年度の決算額を性質別でみると、一番多い歳出は扶

助費で約229.5億円となっており、全体の37％を占めています。

また、市民一人あたりに換算すると、162,963円となります。 

扶助費 

約229.5億円 

37% 

普通建設事業 

約90.4億円 

15% 

物件費 

約79.9億円 

13% 

人件費 

約70.9億円 

11% 

繰出金 

約62.0億円 

10% 

補助費 

約33.2億円 

5% 公債費 

約30.9億円 

5% 

積立金 

約19.5億円 

3% 

その他 

約3.2億円 

1% 

※各金額とも、市民一人当たりに換算した歳出金額です。平成28年4月1日時点の人口（140,816人）を基準としています。 

歳出総額 

約619.5億円 

性質別歳出決算を 

市民一人あたりに 

換算すると・・・ 

扶助費 162,963円 

普通建設事業 64,232円 

物件費 56,708円 

人件費 50,366円 

繰出金 44,053円 

補助費 23,581円 

公債費 21,974円 

積立金 13,834円 

その他   2,247円 

合 計 

439,958円 

性質別歳出の詳しい内容を、次のページから説明します♪ 

※端数処理の関係上、パーセン

テージの合計が100%にならない場

合があります。 
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Ⅲ-2 人件費支出詳細

　　　人件費のうち職員給は、約43.5億円でした。一般会計の

　　　職員数は、Ｈ28.4.1現在で872人です。職員一人あたりに

　　　対する市民は約161.5人です。

　　　　　※特別会計にかかる人件費は、繰出金として支出しています。

　　　　　※教育公務員も普通会計で支出しているため含めました。

退職金
議員報酬

職員給
職員数
退職金

議員報酬
職員一人あたり給与

職員給
職員数

民生費
衛生費
労働費

農林水産費
商工費
土木費
消防費
教育費
合計

      人件費は、市の職員や議員、各種委員に払う給料や報酬などにかかる経費です。 

   平成27年度は約70.9億円を支出しました。 

 （金額うち市税の占める割合：約25.6億円） 

約44.5億 約43.9億 約43.4億 

約41.6億 約43.3億 
約43.5億 

860人 862人 860人 861人 

865人 
872人 

800人 

810人 

820人 

830人 

840人 

850人 

860人 

870人 

880人 

890人 

約30億円 

約35億円 

約40億円 

約45億円 

約50億円 

約55億円 

H22 H23 H24 H25 H26 H27

6年間で職員数が12人増えていますが、

職員給は1.0億円減っています。 

人件費 

議会費 

約0.6億円 

1% 

総務費 

約10.9億円 

25% 

民生費 

約8.6億円 

20% 

衛生費 

約2.1億円 

5% 

労働費 

約0.4億円 

1% 

農林水産費 

約1.1億円 

3% 

商工費 

約1.5億円 

3% 土木費 

約2.7億円 

6% 

消防費 

約6.2億円 

14% 

教育費 

約9.4億円 

22% 

内
訳
を
目
的
別
に
見
る
と
？
 

総額 

約43.5億円 

市民1人あたり 

が納めた市税 

101,286円のうち 

約18,163円が 

使われました。 
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Ⅲ-3 扶助費支出詳細

★高齢者の福祉
④老人ホーム入所措置
⑤老人負担軽減

★障がい者の福祉
⑥介護・援助・自立等
⑦障がい者の経済的支援

★⑧生活にお困りの方

★⑨その他

保育園での子育て支援
（市立含まず）

約38.5億円
※市立保育所の管理運営費はＰ11

の物件費になります。

子どもの福祉のために

法人保育園 34園

認可外保育園 46園

子育ての経済的支援
（児童手当、児童扶養手当、

要・準要保護児童の援助費

及び給食費の支給など）

約51.5億円

子どもやひとり親家庭

の医療費負担軽減
（乳幼児・母子父子要保護及び

準要保護等の医療費助成）

約3.9億円

児童手当受給者数

13,137人

対象：0歳から

中学校卒業まで

扶助費は、市民のみなさまの医療や福祉など、社会保障にかかる経費です。

平成27年度は約229.5億円を支出しました。

（金額のうち市税の占める割合：約23.2億円）

市民1人あたり

が納めた市税

101,286円のうち

約16,469円が

使われました。

扶助費

高齢者の福祉

のために

※高齢者の医療と介護保険については、

特別会計で事業を実施しています。

老人ホームへの

入所措置費

約0.3億円

住宅設備改修や低所

得者への負担軽減

約490万円

障がいのある方の

福祉のために

介護や援助、自立のために

必要なサービスの提供

及び

障がいのある方への

経済的な支援
（地域生活支援・訓練費・自立支援医

療費等、特別障害者手当給付費、障

害者(児)支援給付費、重度心身障が

い者医療費助成金）

約50.0億円

生活にお困りの方

のために

被保護世帯数 3,744世帯

被保護者数 5,045人

生活保護費の支給
(生活保護費、

住宅支援給付事業）

約83.1億円
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Ⅲ-4 普通建設事業支出詳細

※H25までは総事業費を出していたが、わかりやすい予算では単年度の事業費しか出しておらず、

122201　市民会館改修事業

　　　　　　※複数年にわたって実施している普通建設事業については、
　 　　　　　　平成26年度の事業費と総事業費（カッコ内）を表示しています。

中の町小学校新増改築事業 

平成27年度執行額 ： 約14.6億円 

    普通建設事業は、市の建物や道路、公園などの整備にかかる経費です。 

   平成27年度は約90.4億円を支出しました。 

  （金額のうち市税の占める割合：約5.4億円） 

普通建設 

事業 

安慶田市営住宅建替事業 

平成27年度執行額 ： 約9.1億円 

市民会館改修事業 

平成27年度執行額 ： 約3.0億円 

沖縄こどもの国整備事業 

平成27年度執行額 ： 約2.9億円 

島袋小学校校舎改築事業 

平成27年度執行額 ： 約7.4億円 

高機能消防指令センター整備事業 

平成27年度執行額 ： 約5.8億円 

市民1人あたり 

が納めた市税 

101,286円のうち 

約3,824円が 

使われました。 

公園整備事業 
安慶田公園、八重島公園、美里公園、若夏公

園、（仮称）美東公園、こどもの国公園など 

平成27年度執行額 ： 約8.6億円 
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Ⅲ-5 物件費支出詳細

選択
1
1
1
1
1
1
1
5
5
1
5
1
5
5
5
2
3

幼稚園や小中学校の管理運営 

小学校数16校 

児童数9,873人 

中学校数8校 

生徒数 5,049人 

学校基本調査より 

平成27年5月1日時点  

小学校の管理運営 

約5.2億円 
中学校の管理運営 

約2.7億円 

幼稚園の管理運営 

約2.2億円 
学校給食の管理運営 

約1.4億円 

各種施設の管理運営 

文化・教育施設の管理運営 

約2.7億円 
経済・産業施設の管理運営 

約2.6億円 

市役所庁舎の管理運営 

約2.6億円 
その他（こどもの国等） 

約4.1億円 

総合運動場の管理運営 

約1.5億円 

約2.0億円 

公園の管理 

約1.6億円 

道路の管理 
市内88公園 

公共施設状況調査より 

平成28年3月31日時点 

    物件費は、公共施設の管理運営や様々な公共サービスにかかる経費です。 

   平成27年度は約79.9億円を支出しました。 

  （金額のうち市税の占める割合：約22.9億円） 

物件費 

約0.4億円 

消防施設の 
管理運営 

約4.7億円 

ごみの収集 

子育て支援 

児童館や放課後児童クラ

ブの管理運営 

約0.5億円 

市立保育所の管理運営 

約2.2億円 

福祉の運営 
のために 

障がい者の福祉 

約1.5億円 

高齢者の福祉 

約0.1億円 

約8.4億円 

健康診断など 

 

職員代替補充費、事務（管理）費 

約8.9億円 

その他には･･･ 

市民1人あたり 

が納めた市税 

101,286円のうち 

約16,281円が 

使われました。 
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Ⅲ-6 補助費支出詳細
Ⅲ-7 繰出金支出詳細

※色文字のセルは入力必要。黒文字は自動反映

補助費

補助費に対する市税
市民一人あたり

下記の主な支出は別データの「補助費資料（統計用歳出マスタ加工）.xls」より

★倉浜衛生施設組合への負担金 

倉浜合計

★各種イベントの開催支援
001　越来城下まつり補助金

501　沖縄市工芸フェア補助金
501　沖縄市東部活性化祭り補助金
501　沖縄市文化祭補助金
503　美ら里まつり補助金
525　沖縄市福祉まつり事業補助金

　 国民健康保険事業や介護保険事業、下水道事業などの収入を持っ
て行う会計（特別会計）へ、一般会計から法律によって設けられた基準
等に基づいて繰り出しました。
※後期高齢者広域連合への一部負担金についても性質上繰出金とし
て扱っています。

24.4  24.2  25.4  24.2  23.3  

11.0  11.5  12.0  12.9  13.6  

10.1  8.7  
8.9  8.9  8.2  

3.2  2.9  
3.0  3.5  3.4  

9.8  10.2  
10.4  11.1  11.5  

約58.5億 約57.5億 約59.7億 約60.6億 約60.0億 

0億円 

10億円 

20億円 

30億円 

40億円 

50億円 

60億円 

70億円 

H23 H24 H25 H26 H27

後期高齢事

業特別会計 

土地区画整

理事業特別

会計 

下水道事業

特別会計 

介護保険事

業特別会計 

国民健康保

険事業特別

会計 

    補助費は、他組織への補助や特定の事業への支援等にかかる経費です。 

   平成27年度は約33.2億円を支出しました。 

  （金額のうち市税の占める割合：約8.3億円） 

補助費 

市民1人あたり 

が納めた市税 

101,286円のうち 

約5,909円が 

使われました。 

倉浜衛生施設組合への負担金 
（ゴミ処理、し尿処理） 

約11.4億円 

各種イベントの開催支援 
（沖縄全島エイサーまつり、国際カーニバル、 

コザＡランチ、産業まつり、工芸フェア  

ピースフルラブ・ロックフェスティバル等） 

約0.9億円 

各種団体の運営補助 

約3.1億円 

    繰出金は、一般会計から特別会計等への支出にかかる経費です。 

   平成27年度は約62.0億円を支出しました。 

  （金額のうち市税の占める割合：約19.0億円） 

繰出金 

市民1人あたり 

が納めた市税 

101,286円のうち 

約13,460円が 

使われました。 

 

住宅リフォーム支援、 

各種団体への負担金や事業補助など 

約13.1億円 

その他には・・・ 

※H27年度は、土地開発基金への繰出金を除いた額としています。 

 基金への繰出金は、P14積立金で推移を表示しています。 
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Ⅲ-8 公債費支出詳細

　 市債の元金を約26.7億円返済した一方で、新たに約38.4億円の
借り入れをした結果、市債残高が約11.6億円増え、市民１人あたり
でも、約5,637円増えました。

約247,839

円 

約253,476

円 

約200,000円 

約210,000円 

約220,000円 

約230,000円 

約240,000円 

約250,000円 

約260,000円 

平成26年度末 平成27年度末 

約345.3 

億円 

約356.9 

億円 

300億円 

310億円 

320億円 

330億円 

340億円 

350億円 

360億円 

平成26年度末 平成27年度末 

約373.4億 約371.2億 

約357.億 

約347.8億 

約338.9億 
約331.1億 

約337.2億 
約341.8億 

約345.3億 

約356.9億 

282,327円 278,875円 

266,861円 
258,458円 

250,383円 

242,846円 245,827円 248,605円 247,839円 
253,476円 

132,264人 133,096人 133,762人 134,555人 135,363人 136,330人 137,167人 137,483人 139,310人 140,816人 

200億円 

220億円 

240億円 

260億円 

280億円 

300億円 

320億円 

340億円 

360億円 

380億円 

400億円 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

市債残高 市民１人あたり 人口 

約11.6億円
の増！ 約5,637円

の増！ 

    公債費は、市債の元金の返済と、利子の支払いにかかる経費です。 

   平成27年度は約30.9億円を支出しました。 

  （金額のうち市税の占める割合：約11.5億円） 

公債費 

市民1人あたり 

が納めた市税 

101,286円のうち 

約8,155円が 

使われました。 

市債の残高を10年間の推移で見てみると次のようになります。 
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Ⅲ-9 積立金支出詳細

　 基金へ約21.5億円の積み立てをした一方で、約13.2億円を取り崩し
た結果、基金の残高が約8.3億円増えました。

2
2
2
2
2

市民１人あたり
人口

財政調整基金
市債管理基金
その他特定目的基金

土地開発基金
合　計

約49.6億

円 

約49.6億

円 

約73.6億

円 

約81.8億

円 

0億円 

20億円 

40億円 

60億円 

80億円 

100億円 

120億円 

140億円 

平成26年度末 平成27年度末 

財政調整基金 特定目的基金 

35,570円 35,217円 

52,828円 58,125円 

0円 
10,000円 
20,000円 
30,000円 
40,000円 
50,000円 
60,000円 
70,000円 
80,000円 
90,000円 

100,000円 

平成26年度末 平成27年度末 

財政調整基金 特定目的基金 

  市債の償還や公共施設の整備、

退職者手当への対応等、将来の特

定の目的で使うための財源として積

み立てています。 

28.4  29.2  32.2  32.3  
40.4  

48.5  46.2  51.9  49.6  49.6  
1.7  1.7  1.7  1.7  

1.7  

1.8  1.8  
1.8  1.8  1.8  

50.8  44.0  40.6  
33.4  

46.2  

54.7  55.3  

59.4  68.8  
75.0  

3.0  
3.0  3.0  

3.0  

3.0  

3.0  3.0  

3.0  
3.0  

5.0  

計83.9 
計77.9 計77.6 

計70.4 

計91.4 

計107.9 計106.3 

計116.0 
計123.1 

計131.4 

63,401円 

58,520円 57,982円 

52,308円 

67,502円 

79,180円 77,470円 

84,389円 
88,398円 

93,342円 

0億円 

20億円 

40億円 

60億円 

80億円 

100億円 

120億円 

140億円 

160億円 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

財政調整基金 市債管理基金 その他特定目的基金 

土地開発基金 市民１人あたり 

    積立金は、将来の財源不足に備えるための積立てにかかる経費です。 

   平成27年度は約19.5億円を支出しました。 

  （金額のうち市税の占める割合：約6.8億円） 

積立金 市民1人あたり 

が納めた市税 

101,286円のうち 

約4,815円が 

使われました。 

  経済事業の変動等で財源が不足

する場合などに備えて、決算剰余金

等を積み立てています。 

市民１人あたりでは、 

約15,254円を積み立て、 

約9,365円取り崩した 

ことになります。 

基金の残高を10年間の推移で見てみると次のようになります。 

※棒グラフの単位 ： 億円 

※平成26年度末人口：139,310人（平成27年4月1日時点） 

※平成27年度末人口：140,816人（平成28年4月1日時点） 

※H27年度の基金への積み立て額は、積立金と土地開発基金への繰出金を含めて

います。 

※四捨五入の関係上、合計額が一致しない場合があります。 
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Ⅳ-1 観光の振興

　　※各金額は、平成27年度内完了事業分と平成26年度繰越事業（H27年度支払分）との合計となっております。

 これまでの沖縄振興については、社会資本の整備などで成果をあげたものの、県民所得の向上

や雇用の確保など克服すべき沖縄の固有課題が依然として残されています。 

 それらの課題解決に向けて、沖縄振興特別措置法が改正され、新たに地域の自主的な選択によ

る自由度の高い交付金として、通称「一括交付金」と呼ばれる、沖縄振興特別推進市町村交付金

が創設されました。 

 沖縄市においては、平成27年度は沖縄市の振興や課題解決に向けて５つの分野で14パッケー

ジ、42事業が立案され、約21億269万円が交付されました。 

 魅力あふれる観光地づくりを目指すため、伝統文化と異文化の融合により創出した「コ

ザ文化」および貴重な伝統文化や、緑豊かな地域資源等を活用するとともに、エイサーの

まち宣言をおこなった本市において、エイサーイベントの充実化をはじめ、拠点施設の形

成に向けた取り組みや観光メニューの創出などの支援をおこなう。 

①コザ文化を活かした観光振興プロジェクト 
  交付対象事業費：約7億５,７４７万円（交付金額：約6億580万円） 

 スポーツコンベンションシティを推進し観光の振興を図るため、コザ運動公園内にあ

る沖縄市立総合運動場体育施設等の機能充実に取り組むとともに、モータースポーツや

プロスポーツ等団体のＰＲやイベントの開催、商店街等とスポーツイベントとの連携促

進などに取り組む。 

②スポーツコンベンション推進プロジェクト 
  交付対象事業費：約４,６８６万円（交付金額：約３,７４９万円） 

 観光地域周辺における街路樹の整備や植樹剪定をおこなうとともに、特色あるデザイ

ンを施した道路照明の設置やサイン等整備など、観光地へのアクセス道路を整備し、観

光都市の形成に資する空間づくりを推進する。 

③観光都市基盤整備事業 
  交付対象事業費：約１億１,３５２万円（交付金額：約９,０８１万円） 

観光の振興 

 市民の健康づくりや地域住民相互の交流等を促進するため、地域住民の意見・ニーズを

伺いながら公園の基本設計を策定し、実施設計および造成工事等をおこなう。 

④コミュニティーパーク整備事業 
  交付対象事業費：約２億４,８３７万円（交付金額：約１億９,８６９万円） 

         

※交付対象事業費合計：約１１億６,６２１万円 

 交付金額合計   ：約９億３,２７９万円 
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Ⅳ-2 こどものまち推進
Ⅳ-3 安全・安心なまちづくり

　　※各金額は、平成27年度内完了事業分と平成26年度繰越事業（H27年度支払分）との合計となっております。

 沖縄県を代表する広域的な児童・青少年のための人材育成拠点である沖縄こどもの国の

機能強化のため、既存施設エリアの充実を図るとともに、施設の整備拡充に向けた基本計

画を策定する。 

⑦沖縄こどもの国整備計画等策定事業 
  交付対象事業費：約４,４０６万円（交付金額：約３,５２５万円） 

 沖縄県の児童生徒の学力は、全国的にも低いとされる中、本市においても児童生徒の

学力向上は重要な課題である。また、在籍児童生徒数に占める不登校の児童生徒数につ

いては、比較的高い割合が示されている。 

 児童生徒の総合的な学力の向上および青少年の健全育成等を図ることで、こどもたち

の可能性を育み、本市及び沖縄県の未来をつくる人材としての育成に取り組む。 

⑤未来を創る人材育成事業 
  交付対象事業費：約４億１,２０７万円（交付金額：３億２,９６５万円） 

こどものまち推進 

 台風や地震、津波等の災害から市民等の安全を確保するため、多様な防災情報の提供を

図るとともに、自主防災組織の結成促進や災害用備蓄の確保などおこなう。 

 また、海抜の低い地域からの緊急避難道路の整備やこどもたちへの防災・安全意識啓発、

救命処置の普及活動等に取り組む。 

⑨災害に強いまちづくり事業 
  交付対象事業費：約３億２,２８１万円（交付金額：約２億５,８２５万円） 

安全・安心なまちづくり 

※交付対象事業費合計：約７億４,５２３万円 

 交付金額合計   ：約５億９,６１７万円 

※交付対象事業費合計：約３億２,２８１万円 

 交付金額合計   ：約２億５,８２５万円 

 沖縄県・沖縄市に関する歴史や文化、産業に関する郷土資料を収集し,本市の伝統文化と

異文化が融合した特徴的なコザ文化をはじめとする地域文化を学ぶ環境づくりに努める。 

⑧郷土資料整備事業 
  交付対象事業費：約７４９万円（交付金額：約５９９万円） 

 沖縄県を代表する広域的な児童・青少年のための人材育成拠点である沖縄こどもの国の

機能強化のため、動物園の充実を図るとともに、動物展示施設整備を行う。 

⑥沖縄こどもの国施設整備事業 
  交付対象事業費：約２億８,１６０万円（交付金額：約２億２,５２８万円） 
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Ⅳ-4 産業の振興
Ⅳ-5 その他の特殊事情

　　※各金額は、平成27年度内完了事業分と平成26年度繰越事業（H27年度支払分）との合計となっております。

 雇用の対策を図るため、若年求職者等を対象とした就労支援や各種講座等の充実、技術

力の向上や能力開発等につながる人材育成の取り組み、企業誘致や雇用創出の受け皿とな

る基盤整備の調査検討、中心市街地における大型空き店舗の取得・再整備などに取り組む。 

⑩沖縄市きめ細かな就労支援事業 
  交付対象事業費：約9,１９２万円（交付金額：約７,３５３万円） 

肉用牛の改良により市内畜産農家の経営基盤安定化を図るため、優良繁殖母牛の導入を支

援する。 

⑫沖縄市優良母牛リース支援事業 
  交付対象事業費：約５９９万円（交付金額：約４７９万円） 

 魅力ある沖縄市ブランドの確立によるものづくり産業を振興するため、市内の優れた地

域資源（二次加工品等）を沖縄市ブランドとして認定する沖縄市地域ブランド認定制度等

を実施し、広報活動等を行うとともに、新商品の開発や販路開拓等に対し支援する。 

⑪地域資源を活かした沖縄市ブランド推進事業 
  交付対象事業費：約１,５１８万円（交付金額：約１,２１４万円） 

産業の振興 

  東部海浜開発地区の防災基本計画の検討調査に取り組むとともに、イベント等を活用し

たＰＲ業務を行う。 

 また、東部海浜開発事業を推進するため、東部地域と連携し、地域活性化を推進する業

務を行う。 

⑬東部海浜地区開発事業 
  交付対象事業費：約1,9７９万円（交付金額：約1,５８３万円） 

 戦後の米軍統治下の影響による不明確な里道および水路の位置を確定するため、境界の

確定測量および復元作業をおこなうとともに、米軍基地返還後の跡地利用を円滑に進める

ため、基金に積立をおこない、公有地の先行取得を実施する。 

⑭米軍統治期や基地等にかかる課題に対処する事業 
  交付対象事業費：約２億６,１４８万円（交付金額：約２億９１８万円） 

その他の特殊事情 

※交付対象事業費合計：約１億３,２８８万円 

 交付金額合計   ：約１億６３０万円 

※交付対象事業費合計：約２億６,１４８万円 

 交付金額合計   ：約２億９１８万円 
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Ⅴ-1 平成27年度決算データ一覧

平成28年4月1日現在の人口 140,816人

1 沖縄市の会計別決算額 （単位：万円）

会計名 歳入額 歳出額 差引額（ア） 繰越財源（イ）
実質収支（アーイ）

（剰余金）

1 一般会計 6,552,698 6,195,312 357,386 165,177 192,209

2 土地区画整理事業特別会計 51,417 50,560 857 0 857

3 下水道事業特別会計 338,299 326,476 11,823 2,173 9,650

4 国民健康保険事業特別会計 2,242,458 2,194,038 48,420 0 48,420

5 介護保険事業特別会計 895,583 871,135 24,448 0 24,448

6 後期高齢者医療事業特別会計 124,186 120,567 3,619 0 3,619

合　　　計 10,204,641 9,758,088 446,553 167,351 279,202

2 一般会計の歳入決算額 （単位：万円、％）

区　分 収入済額 構成比 前年度収入額 増減比率 市民一人あたり

1 市税 1,426,274 21.8% 1,386,653 102.9% 101,286円

2 地方譲与税 24,209 0.4% 23,154 104.6% 1,719円

3 利子割交付金 1,898 0.0% 2,237 84.8% 135円

4 配当割交付金 3,806 0.1% 3,333 114.2% 270円

5 株式等譲渡所得割交付金 3,065 0.0% 2,508 122.2% 218円

6 地方消費税交付金 211,326 3.2% 116,363 181.6% 15,007円

7 自動車取得税交付金 4,230 0.1% 2,221 190.5% 300円

8 国有提供施設等所在市町村助成交付金 131,765 2.0% 133,246 98.9% 9,357円

9 地方特例交付金 3,499 0.1% 3,323 105.3% 249円

10 地方交付税 1,107,682 16.9% 1,109,078 99.9% 78,662円

11 交通安全対策特別交付金 2,006 0.0% 1,841 109.0% 142円

12 分担金及び負担金 58,387 0.9% 65,274 89.4% 4,146円

13 使用料及び手数料 71,837 1.1% 65,190 110.2% 5,102円

14 国庫支出金 1,713,661 26.2% 1,545,353 110.9% 121,695円

15 県支出金 803,212 12.3% 723,083 111.1% 57,040円

16 財産収入 129,228 2.0% 123,512 104.6% 9,177円

17 寄附金 11,533 0.2% 195 5914.4% 819円

18 繰入金 140,599 2.1% 140,560 100.0% 9,985円

19 繰越金 268,548 4.1% 207,479 129.4% 19,071円

20 諸収入 51,921 0.8% 47,696 108.9% 3,687円

21 市債 384,012 5.9% 359,801 106.7% 27,271円

合　　　計 6,552,698 100.0% 6,062,100 108.1% 465,338円

3 一般会計の目的別歳出決算額 （単位：万円、％）

区　分 支出額 構成比 前年度支出額 増減比率 市民一人あたり

1 議会費 41,224 0.7% 38,825 106.2% 2,928円

2 総務費 669,791 10.8% 645,872 103.7% 47,565円

3 民生費 3,188,452 51.5% 2,950,453 108.1% 226,427円

4 衛生費 327,346 5.3% 303,704 107.8% 23,246円

5 労働費 19,000 0.3% 16,068 118.2% 1,349円

6 農林水産費 30,632 0.5% 30,361 100.9% 2,175円

7 商工費 161,459 2.6% 168,513 95.8% 11,466円

8 土木費 580,540 9.4% 470,922 123.3% 41,227円

9 消防費 151,260 2.4% 126,594 119.5% 10,742円

10 教育費 708,601 11.4% 667,337 106.2% 50,321円

11 災害復旧費 7,580 0.1% 3,359 225.7% 538円

12 公債費 309,427 5.0% 371,544 83.3% 21,974円

13 諸支出金 0 0.0% 0 ― 0円

14 予備費 0 0.0% 0 ― 0円

合　　　計 6,195,312 100.0% 5,793,552 106.9% 439,958円
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Ⅴ-2 一般会計歳入　10年間の推移
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  歳入の10年間の推移を見ると、約212.3億円の増となっていま

す。主な内訳としては、国庫支出金が約67.6億円の増、県支出金

が約58.5億円の増、市税が約35.4億円の増となっています。 

  なお、市債の発行額は約14.5億円の増となっています。 
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Ⅴ-3 一般会計歳出（目的別）　10年間の推移

  歳出（目的別）の10年間の推移では、約191.6億円の増となって

います。主な内訳としては、民生費が約148.1億円の増、教育費

が約16.7億円の増、総務費が約10.9億円の増、商工費が約10.5

億円の増となっており、公債費が約7.9億円の減となっています。 
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Ⅴ-4 一般会計歳出（性質別）10年間の推移
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  こちらのグラフは、歳出（性質別）の10年間の推移です。 

主な内訳としては、扶助費が約112.9億円の増、普通建設事業が

約34.0億円の増、物件費が約33.5億円の増となっており、人件費

が約12.3億円の減、公債費が約7.9億円の減となっています。 
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沖縄市の市税の使いみち 
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